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国民が政治への関心を失っている。与党支持率は低迷しているが、さりとて野党が勢いづいているわけ
でもない。日本経済にも停滞感が広がっているものの、2023年には16年ぶりにM＆A件数が1000件を
突破するなど企業の新陳代謝が進む。なぜ政界ではM＆Aが起こらないのか？

派閥の「大分裂」が消えた

政治史が専門の御厨貴東京大学名誉教授
先端科学技術研究センターフェローは「自民党ではM＆A以前に、派閥の分裂が起こりにくくなってい
る」と指摘する。日本記者クラブでM＆A Onlineの質問に答えた。

御厨フェローは「昭和時代に三角大福中（三木武夫・田中角栄・大平正芳・福田赳夫・中曽根康弘）の
5大派閥が形成されて以来、大きな分裂は少なくなった」と指摘。かつては派閥のトップが総理・総裁
を目指し、それが実現あるいは叶わないとなれば分裂した。

ところが三角大福中以降、「元総理が派閥の長として総理・総裁選びに影響力を行使するのが当り前に
なると、大派閥が固定化される。派閥の解体には大きなエネルギーが必要なので、その気運が削がれて
しまった」（御厨フェロー）。

例外として小沢一郎氏（現
立憲民主党衆議院議員）が竹下派を割って、新生党を結成した事例がある。これは小沢氏が「竹下派が
このまま150〜160議席を獲得する巨大派閥になると、政治資金や人事の配分で不満が生じ統率がとれ
なくなる」として、政権交代による保守権力の継続を考えたのだという。

だが、1993年の衆院選で新生党は55議席しか獲得できず、その後の政権交代は不安定なものとなった
。「小沢氏は『100議席に届けば違った展開があった』と振り返っていた」（同）という。

安定志向が政治のM＆Aを阻む

御厨フェローは「分裂する力がないからこそ、岸田文雄首相が派閥解体に動いても大きな反発がない。
自民党内は安定志向となり、誰もエネルギーを使うことをやりたがらなくなる。安倍晋三元首相も生前
に指摘していたが、自民党内で突出する人材が少なくなった。これが2世、3世議員の増加にもつながっ
ている。そうした中で派閥や政党のM＆Aは起こりにくい状況だ」（同）と分析している。

このような状況を変えるためには「政治を何とかしたいと考える若い世代が連帯し、地域間でネットワ
ークを構築できれば変革が期待できる」という。

社会課題を解決するスタートアップ起業家にこうした役割が期待できそうだが、「民主党政権が誕生し
た選挙では、IT企業の若手経営者や関係者が当選した。しかし、民主党が政治家として育てる努力をし
なかったため、次の選挙で（ほとんどが）落選した。政党には世代をつなぐ機能が必要だ」（同）と指
摘した。



政治のM＆Aを実現するには、安定志向ではない若い人材の政界進出と、彼らを持続的に育成する政党
の存在が欠かせないようだ。
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